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～ COP15以降の交渉テキストの分析を中心に ～ 
 
A Study on the Shape of Post-2012 Framework 
― Analysis of negotiating texts from COP15 onwards― 
 




2010 年 12 月にメキシコのカンクンにて開催された第 16 回国連気候変動枠組条約締約国




本稿では 2009 年 12 月にデンマークのコペンハーゲンで開催された第 15 回国連気候変動
枠組条約締約国会議（COP15）にまで遡り、現在に至るまでの交渉テキストの変化を分析す
る。その際、①気温目標に関する扱いと 2050 年までの締約国の温室効果ガス（GHG）排出
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1  はじめに 
 
2009 年 12 月にデンマーク・コペンハーゲンで開催された第 15 回国連気候変動枠組条約
締約国会議（以下、COP15）では京都議定書が規定していない 2012 年以降の国際的な枠組
み（以下、次期枠組み）への合意が期待されていたが、結果として失敗に終わった 1）。そ
の後、2010 年 12 月にメキシコのカンクンで開催された第 16 回国連気候変動枠組条約締約




























この 2 つの AWG の大きな違いは、前者が京都議定書に署名した国家が議定書の強化に向




条約 AWGでの議論において特に考慮される点は以下である（UNFCC 2008）： 
 
 排出削減に関するグローバルな長期目標（2050年までの排出削減目標）の検討 
 全ての先進国による計測・報告・検証可能（Measurable, Reportable, Verifiable、以下
MRV）な緩和の約束または行動と、先進国間の削減努力の比較可能性 
 途上国の国内における適切な緩和行動（Nationally Appropriate Mitigation Actions、以下
NAMAs） 
 途上国における森林減少・劣化からの GHG 排出削減（Reduced Emissions from 
Deforestation and forest Degradation、以下 REDD）のための政策とインセンティブ 










パシティ・ビルディング（Finance, Technology Transfer and Capacity Building）について今後議
論を進めることが合意された。 
 その後、ガーナ・アクラで開催された第 3 回条約 AWG では、議長によって今後の交渉の
土台に関するアイデアや提案がまとめられ、ポーランド・ポズナンで COP14 と並行して行
われた第 4 回条約 AWG で改訂されている。これを受けて第 5 回並びに第 6 回条約 AWG で
は締約国から交渉テキストの構造に関する一般的なコメントや提案を集約・改良した
‘FCCC/AWGLCA/2009/INF.1’と呼ばれる交渉テキストが議長によって作られた（UNFCCC 




COP13 から発足した条約 AWG での議論は COP15 に向けて少しずつ前進をしていった（詳
しくは表 1 を参照）。次章では、COP15 における次期枠組みをめぐる公式・非公式の交渉
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テキストを比較する。 
 
表 1 地球温暖化問題におけるこれまでの交渉の経緯：COP13から COP15まで 
会 議 開 催 日 
（開催場所） 条約締約国会議 議 定 書 AWG 条 約 AWG 




第 4(2)回議定書 AWG  
2008年 3月 31日～4月 4日 
（タイ・バンコク）  第 5(1)回議定書 AWG 第 1回条約 AWG 
2008年 6月 2日～12日 
（ドイツ・ボン）  第 5(2)回議定書 AWG 第 2回条約 AWG 
2008年 8月 21日～27日 
（ガーナ・アクラ）  第 6(1)回議定書 AWG 第 3回条約 AWG 
2008年 12月 1日～12日 
（ポーランド・ポズナン） COP 14 第 6(2)回議定書 AWG 第 4回条約 AWG 
2009年 3月 29日～4月 8日 
（ドイツ・ボン）  第 7回議定書 AWG 第 5回条約 AWG 
2009年 6月 1日～12日 
（ドイツ・ボン）  第 8回議定書 AWG 第 6回条約 AWG 
2009年 9月 28日～10月 9日 
（タイ・バンコク）  第 9(1)回議定書 AWG  
2009年 9月 28日～10月 9日 
（スペイン・バルセロナ）  第 9(2)回議定書 AWG 第 7回条約 AWG 
2009年 12月 7日～18日 
（デンマーク・ 
コペンハーゲン） 
























ことが COP15 開催中に明るみになった 6）。これを受けて、途上国間から透明性と公平性に
欠けた手続きであるという声が上がり、結果として先進国と途上国との溝を深めてしまった
といえる。さらに「留意する（Take Note）」形で採択されたコペンハーゲン合意


















① 気温目標に関する扱いと 2050年までの締約国の GHG排出削減目標 
② 先進国の GHG排出ピークアウト並びに 2020年までの中期目標 













のヴァージョンがあるとされており、そのうち 2009 年 11 月 27 日付のものには以下のよう
に記載されている。 
 
① 締約国は産業革命以前よりも 2℃以内に抑制することを認識し、2050 年までに 1990 年
比で 50％削減、2005年比では 58％相当の削減目標を目指す。そのうち先進国は 2050年
までに 1990年比 80％、2005年比では X3％削減する。 
② 先進国は GHG排出ピークアウトを出来るだけ早く（as soon as possible）、ないしは遅く
とも［2020 年］までに迎え、2020 年までに 1990 年比では X1％、2005 年比では X2％削
減する。 
③ 途上国は［20XX 年］までに排出のピークアウトを迎え、［2020 年］において特別の対
策のない自然体ケース（以下、BAU）に比べて［Y％］の抑制（deviation）を達成する。 
 
さらに交渉トラックとして「COP13 並びに COP15 での合意を受けて、条約の下に包括的
な、法的拘束力を持つ枠組みを COPXX までに合意する （Affirming the need to continue 
negotiations pursuant to decisions taken at COP13 and COP15, with a view to agreeing on a 
comprehensive legal framework under the Convention no later than COPXX）」という一文が挿入さ
れていることから、COP15 では法的拘束力のある枠組み作りを目指していなかったと思わ






を策定する国際合意作りが必要だと強調していた（毎日新聞 2009 年 12 月 10 日東京朝刊）。
また、アメリカは先進国のみ拘束力のある中期目標や目標の上積み要求を回避する一方で、
COP15開催中の 12月 12日に開催された議定書 AWGにおいて、次期枠組みに中国やインド
を始めとする主要な排出国も入れた法的拘束持たせた枠組みを強調したことから見て取れる。




盛りこむよう求めていた。これは日本が発表した 1990 年比 25％削減目標についても、すべ
ての主要国の参加による意欲的な目標の合意が前提条件だとしていたことからも分かる。ま
た、日本政府代表団は COP15 開催中の 12 月 10 日に行われた議定書 AWG で、現在の京都
議定書を批准している国にだけ削減義務を課す京都議定書の「単純延長」を避け、包括的で
法的拘束力を持った新議定書へ合意する必要があると発言している。さらに 2 日後の 12 日















 まず、BASIC グループがデンマーク・テキストと呼ばれる草案に対して用意した 2009 年





② 先進国は 2020 年までに 1990 年比で少なくとも X％の削減を京都議定書の第二約束期間
として合意する。アメリカは比較可能な数値目標を設定する。 












このような特徴は COP15 における BASIC グループの発言にも見ることができる。例えば、
9日に開催された議定書 AWGでは、デンマークが独自にデザインしたとされる COP15のロ
ゴについて、中国やサウジアラビアが京都議定書を連想させないとして反発している。また
10 日並びに 12 日に開催された議定書 AWG では、中国が先進国はまず第二約束期間に合意
すべきであり、現行の形で先進国が法的拘束力のある削減努力を続けていくべきだと主張し










年までに 1990年比 85％削減する。 









3.3  各 AWG議長草案並びに合意されたテキスト分析 
3.3.1  議定書 AWGにおける交渉テキストの変化 
COP15における議定書 AWGでは、京都議定書第一約束期間以降の先進国全体の削減目標
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と、その基準年並びに約束期間を始め、目標達成の手段（クリーン開発メカニズムなどの京
都メカニズムの改善と拡大、森林吸収源の扱い、新規ガスの追加など）などが検討された。 
とりわけ削減目標に関しては、12 月 8 日付で出された目標数値に関する議長草案におい
て、「土地利用、土地利用変化及び林業部門（LULUCF）」を除いて 2020 年までに 1990 年
比で 16％～23％削減するという目標が記載されている（UNFCCC 2009c）。この目標は、11
日に出された議定書 AWG 議長草案において、先進国は［2013 年から 2018 年まで］［2013
年から 2020 年まで］に 1990 年比で［20％から 45％］の削減を行う、という目標数値に変
化している（UNFCCC 2009 AWG-KP Draft Texts）。これを受けて 12日夜と 13日に非公式会
合が開かれ、議長草案をたたき台に議論がされた。この結果、14 日に開催された議定書
AWGではノンペーパーと呼ばれる交渉案が午前 9時 20分付で出ており、議定書第 3条 1項











オプション 4：（上記の 2 のオプションが選択された場合）附属書 I 国は 2013 年 








オプション 1.1：附属書Ｉ国は 2013 年から［2017 年］［2020 年］を約束期間とし、
少なくとも 1990年比で［X］［49］［15］［％］［ 数値的排出制
限及び削減目標］の削減をする。 
オプション 1.2：附属書 I国は 2020年までに 1990年比で少なくとも 45％の削減を
達成するために、2013年から 2017年の間に 1990年比で 33％を削
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減する。 
オプション 1.3：森林吸収源を利用し、2050 年までに 1990 年比少なくとも 95％の
削減を達成する。 
オプション 1.4：2020 年までに 1990 年比［30％］ ［45％］ ［X％］の削減を達成す
る。 




標として 2020 年までに 1990 年比 15％削減がある一方で、一番野心的な削減目標候補とし








3.3.2  条約 AWGにおける交渉テキストの変化 
COP15における条約 AWGの交渉では、上記に記したように各国・グループが事前に次期
枠組みに関するそれぞれの提案を用意していたこともあってか、交渉テキストは大きく変化




年までに 1990 年比で［少なくとも 50］［85【95】］％削減する。そのうち先進国は
2050年までに 1990年比で ［75から 85］［少なくとも 80-95］［95］％以上削減する。 
② 先進国は GHG 排出のピークアウトを［出来るだけ早く］［2015 年］に迎え、2020 年ま
でに 1990年比で少なくとも［25から 40］［30］［40］［45］％削減する。 
③ 途上国は 2020年までに［15から 30］％の緩和努力を行う。 
 
上記に記した各グループから提案された交渉テキストから分析すれば、このテキストの中
には AOSIS 提案で記されていた 1.5℃の気温目標並びに先進国の 2020 年までに 1990 年比
45％削減目標が反映されている。また、途上国の具体的な削減数値目標への言及されている
点は、交渉の最初に提示された交渉テキストとしては非常に評価できるものである。この内
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容をほぼ引き継いだ交渉テキストとして、4 日後の 12 月 15 日深夜に‘FCCC/AWG/LCA/ 
2009/L.7’が出されている（UNFCCC 2009g）。そして、その翌日にこの交渉テキストを修正




2050 年までに 1990 年比で［少なくとも 50］［85］［95］％削減する。先進国は 2050
年までに 1990 年比で［75-85］［少なくとも 80 から 95］［95］％［以上］［2040 年ま
でに 100％以上］削減する。 
② 先進国は GHG 排出のピークアウトを［出来るだけ早く］［2015 年］に迎え、2020 年




COP15 における条約 AWG 最初に出された議長提案と比較すれば、気温目標に 1℃以内に
抑制するという選択肢が加えられていることや、先進国の長期目標に関して 2040 年までに
90 年比で 100％の記載や約束期間に 2017 年の選択肢が加えられている一方で、基準年が
1990 年と 2005 年の 2 つが記載されている。2005 年の基準年に関しては、アメリカが 2005
年比での削減目標を設定しており、基準年の選択肢を増やすように発言した結果だと思われ
る。また、先進国の 2020 年までの削減目標のうち、「X％の削減」という表記に関しても、
アメリカが 15 日に開かれた条約 AWG で挿入するように要請した結果であることが伺える。
また、途上国の削減数値目標の記載が消えていることも大きな変化である。 
前述したように、そもそも条約 AWG はバリ行動計画によって COP15 までに合意を得る
という目的で発足したが、その目的が達成できなかった締約国は、条約 AWG の延期に合意
して幕を閉じた。このことは、次期枠組みに向けた合意形成が先延ばしにされたといっても
過言ではない。次章では COP15 での結果を踏まえて、COP16 から COP17 に向けた交渉テキ
ストの変化と動きの整理をしたい。 
 
4  COP16（メキシコ、カンクン）からCOP17に向けて 
 
4.1  第 11回～14回議定書 AWG並びに第 9回～12回条約 AWG 
COP15 後、初の会議となった第 11 回～13 回議定書 AWG 並びに第 9 回～11 回条約 AWG
がドイツ・ボンで開かれた。これらの会議の中で、COP15 以降の交渉を引き継いだカンク
ンでの交渉の準備を促進するための議長提案がそれぞれの AWG で出されている。議定書
AWG に関しては、‘FCCC/KP/AWG/2010/CRP.2’（2010 年 8 月 6 日配布）が第 13 回議定書
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AWG で協議され、条約 AWG に関しては、‘FCCC/AWGLCA/2010/8’（2010 年 7 月 9 日配
布）が第 11 回条約 AWG で議長提案として協議された。これらのうち、条約 AWG の交渉
テキストは COP15 で議論された‘FCCC/AWG/LCA/2009/ L.7/Rev.1’からほぼ変化が見られな
い（UNFCCC 2010b）。その一方で議定書 AWG の交渉テキストに関しては、新しくオプシ
ョン A と B に分類されている。オプション A では、COP15 で協議された交渉テキスト
‘FCCC/AWGKP/2009/L.1’で提示されたオプション 1、2 の若干の修正に加え、［2013 年から
2017 年までに］1990 年比で少なくとも［40］％削減が盛り込まれたオプション 3 が加わっ




（UNFCCC 2010a）。これに対して、中国、ブラジルなどがオプション B の議論は議定書
AWG のマンデートを超えるとして強く反対し、それに対して先進国（EU、オーストラリア、
ニュージーランド、スイス）は議論をすることを要求したとされる（平田 2010）。つまり、
議定書 AWG の中において条約 AWG で取り扱われるに議題が出始めたということを示すも
のであり、途上国から先進国への卒業ルールの検討などは、新興国が先進国と同等の削減義
務を負うことを示唆しているために途上国から反対意見が出たと考えられる。 










AWG に関連する交渉テキストとして‘FCCC/AWG/KP/CRP.3’（2010 年 10 月 9 日配布）が交
渉され、条約 AWG に関連するものとして‘FCCC/AWGLCA/2010/14’（2010 年 8 月 13 日配
布）が交渉された。このうち、議定書 AWG に関する‘FCCC/AWG/KP/CRP.3’の中で提示さ
れている中期削減数値目標は基本的に前回の交渉テキスト‘FCCC/KP/AWG/2010/CRP.2’から
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① ［締約国は産業革命以前よりも気温上昇を【1】【1.5】【350ppm】【2】℃以下に抑
制する］。［締約国は 2050 年までに 1990 年比で【少なくとも 50】【50】【85】
【95】％削減する］［締約国は 2050 年までに 1990 年比で【少なくとも 50】【50】
【85】【95】％削減することを長期的な協力行動に基づいて模索する］。 
② ［先進国］締約国は各国の［グローバルレベルでの］［彼らの］GHG 排出ピークア
ウトを［2015 年、遅くとも 2020 年］［遅くとも 2020 年］［2015 年］に迎える。先
進国は［2020 年までに 1990 年比で少なくとも【40％】【45％】削減し］、［2035 年
までに 1990 年比 80％削減し、］［2050 年までに【75 から 85％ 】【80％以上】









ていた先進国の 2020 年までの削減目標数値に関しては、「X％」の記載並びに 2005 年比の
基準年の候補が消えていることは前進である。さらに、先進国の数値目標は括弧つきではあ








4.2  COP16（メキシコ・カンクン、2010年 12月） 
コペンハーゲン後から 4 回の AWG を経て 2010 年 11 月から 12 月にかけてメキシコのカ




となどが盛り込まれている(UNFCCC 2011a)。また COP 決定された‘FCCC/CP2010/7/Add.1’
はコペンハーゲン合意をベースにしたものであり（久保田 2011）、先進国の 2020 年まで
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Mechanism）」の設立とそのもとで機能する「技術執行委員会（A Technology Executive 









4.3  次期枠組みに関する議論の整理 
2011 年 5 月現在、先進国の中期目標に関する最新の議定書 AWG 並びに条約 AWG の交渉
テキストを比較すれば、両者とも 2020 年までに IPCC の求める水準を満たす数値への交渉
が行われている。前者では 2013 年から 2017 年ないしは 2020 年までの期間で 30％、45％、
49％が交渉されている。後者においては 2020年までに 40％から 45％の範囲での削減が検討
されている。しかしながら依然として両者の数値は括弧が付いているものであり、合意に達
していないことが問題である。さらに、地球の温度を 1.5 ないしは 2℃に抑制するために必
要な削減量と、実際に各国によってプレッジされた目標数値との大きなギャップが指摘でき
る。表 2 に主要先進国と BASIC グループの削減目標を記した。現在まで、COP15 の会議中
に条約事務局が作成した資料によれば、アメリカを含む先進国が 2020 年までに掲げている
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表 2 主要先進国と BASICグループの削減目標 
国 名 短期（～2012年） 中期（～2030年） 長期（～2050年） 
















比－ 40 ％～－ 45 ％を誓約
（2010年 1月 28日に提出） 
 
インド  コペンハーゲン合意では 05年
比－20％~－25％を誓約（2010




ブラジル  コペンハーゲン合意では BaU
比－36.1％~－38.9％を誓約
（2010年 1月 29日に提出） 
 





2011年 4月に COP16後初めての会合となる第 16回 AWG-KP並びに第 14回 AWG-LCAが








年 5 月現在、COP17 の開催まで約 6 カ月と迫った中で、あと数回しか開かれないであろう
AWGにて締約国は一刻も早い合意が求められている（表 3）。 
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表 3 地球温暖化問題におけるこれまでの交渉の経緯：COP15から 
会 議 開 催日
（開催場所） 条約締約国会議 議 定 書 AWG 条 約 AWG 




コペンハーゲン合意 第 10回議定書 AWG 第 8回条約 AWG 
2010年 4月 9日～11日 
（ドイツ・ボン） 
 
第 11回議定書 AWG 第 9回条約 AWG 
2010年 6月 1日～11日 
（ドイツ・ボン） 
 
第 12回議定書 AWG 第 10回条約 AWG 
2010年 8月 2日～6日 
（ドイツ・ボン） 
 
第 13回議定書 AWG 第 11回条約 AWG 
2010年 10月 4日～9日 
（中国・天津） 
 
第 14回議定書 AWG 第 12回条約 AWG 
2010 年 11 月 29 日～12 月 10
日（メキシコ・カンクン） 
COP16 
カンクン合意 第 15回議定書 AWG
第 13回条約 AWG 
（延長） 
2011年 4月 5日～8日 
（タイ・バンコク） 
 
第 16回議定書 AWG 第 14回条約 AWG 
2011年 6月 6日～17日 
（ドイツ・ボン） 
 




































3) 本稿においては、次期枠組みへの合意の最大の争点である GHG 排出削減目標に焦点を当てる。
法的拘束力や資金協力・技術移転に関する交渉テキスト変化分析については今後の交渉を考える
上で非常に重要であるものの、字数の制限上、本稿では取り扱わず、今後の課題とする。 
4) 議定書 AWGは 2005年 12月にカナダ・モントリオールで開催された第 11回気候変動枠組締約国
会議で設置された。議定書 AWG の参加国は京都議定書を批准している国々であり、主要排出国
であるアメリカや中国は参加していない。この作業部会の主な論点として、先進国の削減目標に
関する 3 条 9 項の改正、森林などの吸収源の活用、市場メカニズムの活用、削減対策による潜在
的影響可能性の検討、の 4つが挙げられる。 
5) IPCC 第四次報告書によれば、地球の地上平均気温を工業化以前より 2℃～2.4℃未満に抑えるた
めには、世界全体の GHG 排出量が 2015 年にピークを迎えたのちに、2020 年までに先進国全体で
1990 年比 25％～40％の削減と途上国からの一定の排出抑制が必要であるとしている（IPCC 
2007）。 
6) デンマーク・テキストは COP15開催翌日の 12月 8日に英新聞紙 Guardianにリークされた。 
7) 例えば、ボリビア、ベネズエラ、キュ－バ、スーダンなどが不透明なプロセスと内容について
次々と異議を唱えている。 
8) 2010～2012 年の間に先進国全体で新規で 300 億ドルが途上国の温暖化対策と適応策の両方に提供
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